
行財政運営方針の概要

Ⅰ 策定趣旨Ⅰ 策定趣旨 Ⅲ 方針の概要Ⅲ 方針の概要

〇 県では、平成１１年度から数次にわたって、「効果的・効率的な

施策の展開」と「質の高い行政サービスの提供」を目指し、量と

質の両面から行財政改革を進めてきた。

〇 これまでの取組により行財政改革は着実に進展したものの、

急速な人口減少と少子高齢化の深刻化、さらには災害の激甚

化・頻発化が進む中、行財政運営の基盤となる人材の確保、財

政の健全化、そして公共施設等の計画的管理などが喫緊の課

題として浮上している。

〇 これらの課題に対応するため、将来にわたって持続可能な行

政サービスを安定的に提供するとともに、「秋田県総合計画

～秋田再興への第一歩～」に掲げる施策・事業の着実な遂行を

下支えしていくため、有識者会議の提言も踏まえ、本方針を策

定した。

〇 本方針では、「人材確保・育成」「財政の健全化」「持続可能な

行政運営に向けた全庁的な取組の推進」を柱に据えて行財政

改革を推進する。あわせて、取組期間中であっても必要に応じ

て具体の取組や数値目標の見直しを検討し、外部環境の変化

に柔軟に対応していく。

４年間（令和８年度～令和１１年度）

〇 持続可能な行政サービスの提供体制の構築

〇 「秋田県総合計画 ～秋田再興への第一歩～」に掲げる
施策・事業の着実な遂行の下支え

行財政運営方針

柱１ 人材確保・育成 柱２ 財政の健全化

柱３ 持続可能な行政運営に向けた全庁的な取組の推進

［基本的な考え方］ 持続可能な行政サー
ビスを安定的に提供していくため、人口
減少が進む中でも多様な人材を確保す
るとともに、限られた人的資本で組織パ
フォーマンスの最大化を目指し、職員一
人ひとりが意欲を持って仕事に取り組
むことができる職場環境を整える

［基本的な考え方］ 一定の組織体制や公共施設のスリム化等を基本的な考え方とし
て、住民サービスの維持・向上を図りながら持続可能な行政サービスの提供体制
の構築を目指していく

［基本的な考え方］ 人口減少下において
も財政の持続可能性を高め、未来への
投資や県民の安全・安心を確保するた
めの事業を着実に実行できるよう、歳
入確保や将来負担の低減に向けた歳出
規模の適正化など歳入・歳出両面から
取組を推進する

［取組項目］
① 適切な人員管理と多様な人材の確保
② 人材の育成
③ 働きやすい職場づくり

［取組項目］
① 公債費負担の適切な管理
② 歳出規模の適正化
③ 歳入確保の取組強化

［取組項目］
① 行政サービスの提供のあり方の見直し ② 公共施設等の適正配置・機能更新

Ⅱ 基本的な考え方Ⅱ 基本的な考え方

取組期間

目

的
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Ⅳ ３つの柱と取組Ⅳ ３つの柱と取組

柱１ 人材確保・育成 柱２ 財政の健全化

③ 歳入確保の取組強化

① 適切な人員管理と多様な人材の確保
●ターゲットの特性に応じた広報活動 ●公務の魅力を伝えるインターンシップ
●公務員経験者枠導入等、職務経験者の採用強化

技術系職種（４職種※）の大学卒業程度試験申込者数
91人（R7） → 140人 ※農業（一般）、農業農村工学、林学、土木

公務員経験者枠での採用者数 各年度 ８人 ※R9～採用開始

職務経験者枠での採用者数 R8：15人、以降、各年度1２人
※R7：17人

［現状と課題］ 〇人材獲得競争の激化（特に技術系職種の確保が厳しい状況）

〇複雑多様化する行政課題への対応 〇働き手の価値観の変化

●ふるさと納税の取組強化 ●基金の債券運用拡大と運用益確保
●「適切な受益者負担」の導入に向けた施設使用料のあり方等の検討
●未利用県有財産の売却等による財産収入の確保

個人版ふるさと納税寄附額 1,500万円(R6) → ８億円
債券による基金運用額（運用益）
66億6千万円（3,400万円）(R6) →272億5千万円（4億６００万円）

［現状と課題］ 〇社会保障関係経費の増加 〇人件費等の義務的経費の増加

〇R9に財政２基金が枯渇 〇財政健全化指標の悪化

●職員の意識改革とマーケティング手法の習得に向けた研修の実施 ●職員の
主体的なキャリア形成と自律的な成長の支援 ●チーム力の強化と職場全体で
職員を育てる組織風土の醸成 ●民間企業等への派遣の拡大と知見を還元す
る仕組みづくり ●多様な分野の業務経験を通じた女性職員の計画的な育成

働きがいを実感している職員の割合 73.1％（R7） → ８０．０％
省庁や民間企業等への派遣研修等の人数 各年度35人 ※R7：31人

女性管理職の割合 15.9％(R7) → 23.0％

●チームで仕事を進める意識の浸透等による時間外勤務の縮減 ●フレックス

タイム制等の柔軟な働き方の推進 ●育休を取得しやすい環境づくり

働きやすさを実感している職員の割合 76.3％（R7） → 80.0％
時間外勤務時間数（1人当たり月平均） 9.7h(R6) → 8.7h
男性の育休取得率（2週間以上） 75.0％(R6) → 85.0％

② 歳出規模の適正化

●県単独補助金を含む政策的経費の見直し
●既存事業の見直し等による収支改善と新規・拡充事業の財源確保

政策的経費の一般財源削減額（社会保障関係経費含む）
R7（６月補正後）※を基準に131億円削減

※社会保障関係経費を含めた政策的経費 1,130億円

目
標

目
標

目
標

① 公債費負担の適切な管理

●実質的な公債費負担の削減と県債残高の縮小 ●県債の借換抑制の計画的
な実施 ●減債基金の運用額拡大による運用益の確保

県債の新規発行額（臨財債除く） ７09億円(R7見込）→572億円
プライマリーバランス（臨財債除く） △49億円（R6） → ２億円
県債残高 1兆2,078億円（R6） → 1兆1,604億円

目
標

目
標

③ 働きやすい職場づくり

② 人材の育成

目
標
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●県民ニーズへの迅速な対応や成果を追求した施策・事

業を推進するための組織づくり

●振興局等業務の見直しの方向性の検討と集約

●類似業務の市町村との共同実施・連携

●デジタル技術の活用による利便性向上と業務効率化

●将来的な振興局の機能・役割等の検討

●市町村や関係団体等との情報共有と意見交換

新たに集約・効率化を図った業務※の数

12業務

オンライン申請利用率

１７．６％（R6） → 50.0％

① 行政サービスの提供のあり方の見直し ② 公共施設等の適正配置・機能更新
［現状と課題］

〇急速な人口減少と少子高齢化

〇職員の確保が困難

〇厳しい財政状況

〇公共施設等の老朽化

●目標使用年数が残り15年以内の施設の集約・複合化検

討及び利用状況等を踏まえたあり方検討の実施

●全庁一元的な視点による施設改修予算の優先度判断

●国、市町村、民間との施設の共同設置や複合化の検討

●PPP・PFI手法の導入拡大

●県民へのわかりやすい施設情報の提供

行政サービスに必要な機能を確保し、

公共施設の全体延べ床面積を縮減する率

（R8～R17） ８％

目
標

柱３ 持続可能な行政運営に向けた全庁的な取組の推進

Ⅳ ３つの柱と取組Ⅳ ３つの柱と取組

目
標

Ⅴ 推進体制Ⅴ 推進体制 ○ 「秋田県行政経営戦略本部」を中心に各取組を着実に推進

〇 毎年度、取組状況と目標に対する実績値等を公表

※拠点となる振興局又は本庁に集約した業務と、市町村との協働・連携等により効率化を図った業務
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